
FIT（外国個人旅行者）
2015年の訪日外国人数が３年連続で過去最高となるなど、わが国においてインバウンド需要が高

まっています。こうしたなか、個人旅行向けパッケージ商品を利用したり、自ら航空券や宿泊施設の
手配を行ったりする外国人旅行者、すなわちFIT（Fore ign Ind iv idua l  Tour is t：外国個人旅
行者）が注目されています。

訪日外国人の旅行手配方法をみると（図表１）、全体の68.9％が「個別手配」となっており、FITが
訪日客の多くを占めることが確認できます。国籍別にみると、欧米諸国は「個別手配」の比率が90％
超と大きく、FITの割合が非常に高くなっています。一方、中国や台湾などアジア諸国は「団体ツアー
に参加」の比率が高く、欧米諸国と比べてFITの割合はやや低くなっています。

FITの特徴として、日本への旅行前や滞在中に、SNSや口コミサイトなどインターネットを通じた幅
広い情報収集を行っていることが挙げられます。そのため、都市部の有名な観光地を周遊すること
が多い団体ツアー客と比べて、食や文化など様々な面でのニーズがあり、個人の志向に沿った旅行
スタイルを選択するとともに、幅広い地域を訪れる傾向がみられます。

先行きについて、現在は団体ツアー客の多いアジア諸国でも、中間所得層の増加や、安価で訪日
旅行が可能なLCCの就航便数増加によって、FITの増加が見込まれます。幅広い地域を訪れる
FITの特徴を踏まえると、日本国内の様々な地域により多くの外国人客が訪れると期待されます。

もっとも、地方を訪れるFITを増加させるうえでの課題もみられます。訪日外国人が日本滞在中に
あると便利だと思った情報についてみると（図表２）、無料Wi‐Fiや交通手段に関する情報に関し
て、約半数が不満を抱いていることが窺われます。とりわけ、FITは、団体ツアー客と比べて訪日旅
行中の公共交通機関利用頻度が高く、訪れた地域の情報を自らインターネットで集めると考えられる
ため、より不便な状況にあるとみられます。

今後、FITの増加によって拡大が期待される需要を地域に取り込むためには、地方自治体などが
主体となり、SNSや口コミサイトなどを通じて地域の情報を外国人に分かりやすく発信し、多くの外国
人客を地域に呼び込む取り組みが求められます。加えて、通信環境の整備や交通機関・観光地へ
の通訳案内士の配置などを実施し、地域を訪れる外国人客の満足度向上を図ることによって、実際
に訪問したFITによる口コミなどがインターネットを通じて広がり、さらに多くの外国人客がその地域を
訪れるきっかけとなる、といった良い循環を生じさせることが重要といえます。

三重銀総研 調査部研究員　長井 翔吾
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（資料）観光庁「訪日外国人消費動向調査（2015年１～６月）」を基に
　　　三重銀総研作成

図表１ 国籍別にみた旅行手配方法

（資料）観光庁「訪日外国人消費動向調査（2015年１～６月）」を基に
　　　三重銀総研作成

図表２ 日本滞在中にあると便利だと思った情報
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医療事故調査制度について

地域連携センター長　楠本 孝
三重短期大学

2014年６月の医療法改正によって成立した
「医療事故調査制度」が2015年10月１日からス
タートしました。

従来、医療事故が発生した場合、病院の説明
に納得がいかない遺族が、真相の解明を求めて
刑事告訴し、司法機関が介入することがしばし
ばありました。しかし、裁判は長い時間がかか
るうえに、真相が明らかになるとは限らず、遺
族はさらに傷つくことが多くありました。他
方、医療者も、複雑なシステムの中で高い専門
性を求められる仕事をするなかで、たまたま発
生した不運な事故の責任を追及され、医療に精
通しているとは言えない司法機関によって刑
事手続に乗せられることに強い不満を感じて
いました。

そうしたなか、新しく施行された医療事故調
査制度は、医療事故の原因究明について、司法
捜査とは別に、専門家が中立的な立場から分
析・評価を行う制度を創設しようとするもの
で、患者側からも医療者側からも求められてい
た制度と言えます。

新制度では、診療行為に起因する「予期しな
かった」死亡・死産が発生したとき、医療機関
は、遺族に説明し、第三者機関である「医療事
故調査・支援センター」に届け出たうえで、自
ら原因を明らかにするための調査を行いま
す。調査の基本は院内調査ですが、原則として
外部の専門家の参画が求められています。院
内調査の結果は、遺族に説明され、センターに
報告書として提出されます。遺族への説明は
口頭でもよく、報告書の交付は努力義務にと

どまります。センターは、院内調査の結果を分
析するなどの検証を行い、検証結果を遺族と
医療機関に報告するとともに、再発防止のた
めの普及啓発を行います。遺族は、院内調査の
結果に納得できないときは、センターに再調
査を要請できます。

もっとも、新制度は、患者側、医療者側双方の
要望から生まれたものであるにもかかわらず、
患者側、医療者側双方から懸念されている点も
あります。患者側にとっては、死亡事故が起き
たときに、調査をするか否かは当該医療機関の
管理者が「予期しなかったもの」と判断するか
否かにかかっていますし、第三者機関が真に中
立的な機関として公正な判断をしてくれるの
か、不安に感じられる部分もあります。他方、医
療者側にとっては、調査結果が訴訟に利用され
るのではないかという危惧を払拭できません。

新制度は、医療者の責任を追及するのではな
く、安全性を向上させるために、原因を究明す
ることを基本とした制度ですが、それとともに
事故の被害者や社会に説明責任を果たす役割
も担っていると見なければなりません。医療者
の責任を追及する制度ではないからこそ、医療
機関や第三者機関にはプロフェッションとし
て説明責任をきちんと果たすことが求められ
ます。仮に遺族が十分な説明を受けていない、
置き去りにされていると感じたとすれば、遺族
は結局従来と同じように司法に頼るよりほか
に途がなく、新制度は無意味なものとならざる
を得ないからです。
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